
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

八国山・狭山緑地周辺を「保全配慮地区」とし、

公有地化優先地域としたことは前進ですが、緑地

の役割は様々です。防災機能をもつ緑地の開発

が与える市民への不安は、当然です。市民の声に

真摯に応えること、防災の観点を入れて公有地化

順位を見直し、市民のいのち・財産を守る公的役

割を果たすことを求めました。 

市は未完成にも関わらず、「柳瀬川は下流から

整備をしている」とし、公有地化には後ろ向き。

「自助・共助そして公助」と繰り返し、不安を抱え

る市民に“自己責任”を強調するような姿勢には、

憤りさえ感じます。 

また、都立高入試の「スピーキングテスト」導入

では、一民間企業のベネッセが運営します。市教委

は「通常の授業で対応できるテスト」と説明します

が、慣れが求められるテストは、既にベネッセや塾

がテスト対策を売りにし、家庭の経済格差が入試

に影響しかねない他、問題点が次々に出てきてい

ます。子ども達の大切な進路選択に、民間テストの

導入は不要。少人数学級など、公教育のあり方を

見直すことが重要です。 

 

公的役割はどこへ？？ 

 
山田 たか子 

  

市民アンケート「若い世代の結婚・出産・子育

て等」では、結婚していない、またはしたくない

理由に「適当な相手に巡り会えない」、「結婚後

の生活に経済的不安がある」ことがわかります。

また、子どもの数が理想より少ないのは、「子育

てや教育にお金がかかる」「保育園の充実を求め

る」などの理由があげられています。 

保育園の定員数の質問で、3歳児の定員は、

2歳児の定員より 50名以上少ないことがわか

りました。3歳児に進級する時、再び「保活」が必要

になる実態は明らかです。市は保育需要が大きい

のは 0～2歳児だとして地域型の小規模保育所ば

かりを誘致してきました。また、幼稚園が受け皿に

なると言ってきましたが、需要が異なる幼稚園は

受け皿にはなりえません。 

保育需要をしっかり調査し、必要な地域に保育

園を整備することが必要です。経済的不安の解消

のため、働きながら子育てできる保育体制の充実

は、子育て世代の転入につながり、少子化対策に

もなると考えます。 

  
 

少子化対策には 

経済的不安の解消と 

保育体制の充実を 

さとう 直子 

  エアコンの修理は「家具什器」であるから修理費の

支給は認めないと東村山市はいいますが、「生活保

護問題対策全国会議」は「家屋の…従属物の修理…

のために経費を要する場合」の「住宅維持費」にあた

り修理の支給はできるはずと見解を出しています。 

熱中症の事故を未然に防ぐために市として実態を

つかみ、国の制度から外された生活保護利用者だけ

でなく、生活困窮な高齢者や障がい者などで熱中症

リスクが高く、使えるエアコンが一台もない世帯に対

して購入費または修理費の補助額を予算化すること

が必要です。 

 

 

エアコン設置は喫緊の課題 

近年、気温が４０度近い日が続いたことで、家

の中でも熱中症にかかり亡くなる方も出ているこ

とが問題になっています。 

厚労省は、エアコンは「最低生活維持のために

必要」と明確にし、２０１８年４月以降に新たに生活

保護を利用する世帯に対してエアコン設置に購入

費上限５万円と設置費用を支給します。ただし、２

０１８年３月以前の利用開始世帯は対象とせず、保

護費の中で工面をし購入するようにとし、東村山

市は厚労省に準じて市独自の助成はしないとして

います。 

山口 みよ 

   濃厚接触者にも 

収入保障と支援を 
 

 出を容認するような姿勢です。  

本気で感染拡大を抑制し、市民の生活を保障す

るために、濃厚接触者にも陽性者と同様に支援や

収入の保障が必要です。 

 また感染爆発が起こる可能性は十分にあります。

早急に支援策などの検討をするよう、これからも

求めていきます。 

憲法違反の国葬に反対 

 安倍元首相の国葬に対して、市が市民に弔意を

強要しないように指摘し、日本共産党市議団とし

ての反対の意思を表明しました。 

 

 

渡辺 みのる 

 7 月中旬からのコロナ第 7 波では、連日 3

桁の感染者が発表されていました。濃厚接触

者の数も相当数おり、私たちにも複数の相談が

来ました。 

 濃厚接触者は、感染拡大防止の観点から5日

間（7月21日までは7日間）の待機が必要で、

仕事も休まなければいけません。しかし、仕事

を休み、収入が減少しても保障はありません。 

 また、食糧支援などの支援も対象外で、食料

品などの買い物は「不要不急ではない」と、外

  

 

択制のメリットは学校以外の私生活や将来バ

ランスの整った食事の選択を考える効果があ

る」「家庭で給食の議論することは食育のひと

つ」と答弁をはぐらかし、私の質問に正面から

向き合おうとしませんでした。 

全国では７６の自治体で給食が無料です。

東村山市は、給食費無償化や多子減免等につ

いて検討すらしていないことも分かりまし

た。保護者の負担を減らすために、市に本気

で検討して頂きたいです。 

 

全員給食の実施と 

無償化について検討を 

浅見 みどり 

都内で中学校全員給食を実施していない自

治体は、町田市が全員給食へ舵を切ったため、

残り３市だけとなりました。何よりも全ての子ど

もの成長を支えるために、全員給食を実現し、

細やかなアレルギー対応、量の調整、個人差を

認める指導等の課題について改善を求めてい

きます。 

全員給食は、なかなか表に見えてこないネグレ

クト・貧困に対応するためにも重要です。市は「選

1. 市の積極的な姿勢が市民の不安軽減と 

安心の暮らしに～みどりの大切な役割 

2．都立高校入試への英語スピーキングテスト導入は 

見直しを 
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1. 少子化対策 
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1. 安倍元首相の国葬について 

2. 第 7波の市内の感染拡大の状況と市の対応 
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1. 持ち家に住んでいる生活保護利用者への 
対応について 

2. 低所得世帯へのエアコン購入・設置補助について 
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1. 個人情報保護法改定による市の 
個人情報の取り扱いについて 

2. インボイス制度への対応に係る 
留意事項等について 

３. 学校給食の拡充と無償化の実現を 
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９月議会 議場にて 

意見書の提出状況 
★「教員の働き方」の改善に必要な予算の投入を求める意見書 

★学校給食費の無償化を求める意見書 

★生活保護制度に夏季加算新設の検討を求める意見書 

今議会への意見書提出は、共産党だけでした。しかし、自公の

代表が全て理由も示さずに反対したため、議会で審議できな

い結果となりました。 

代
表
者
会
議
で
自
公
が
反
対 

◆ 共 産 党 が 提 案 し た 意 見 書 ◆ 

意見書とは―― 

議会の意思を意見としてまとめた

もの。可決すると、議会名で国会や

関係行政庁へ提出することができ

ます。 

１０月５日 

日本共産党市委員会と共同で、

市長あてに２０２３年度の予算要

望を提出しました 


